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特別版として「単一通貨に関する欧州公衆の意識 」("European Public Opinion on the Single Currency"と題する報告
書が1999年1月に公表された。














("Europeans and Biotechnology" Eurobarometer 52.1 )
(1)調査概要
調査対象:EU加盟15ヶ国における15歳以上計16,082人
(各国平均約1000人: ルクセンブルク 500 人、英国本土 1000 人及び北アイルランド 300 人、ドイツ旧西東地域各




実施主体:教育文化総局市民センタ-(公衆意識分析ユニット)(Directorate-General for Education and Culture's,
"Citizens' Center" (Public Opinion Analysis Unit)及び研究総局ライフサイエンス局(Directorate-General for
Research, "Life Sciences Directorate")
調査実施機関: INRA (International Research Associates)*(EUROPE)
*: 1945年設立の欧米23ヶ国、65地域で構成される市場調査会社グループで、EU加盟15ヶ国には各国に会員調査会






















































































































































ルランドのダブリンで開催されたEuropean Foundation for the Improvement of





OST(Office of Science and Technology)、ドイツのカールスルーエにある




ヨーロッパ生活・労働環境改善財団(European Foundation for the Improvement of
















第2日目においては、 知識社会のインパクト、 各国の技術予測からの教訓、 知識社会に対する研究の貢献の3つの
セッションに分かれて議論が行われた。これらを踏まえて、事務局において活動計画の骨子をまとめていくことになった。












て)、 いくつかの技術分野における技術の方向性(technology trajectory、technology roadmap)に関する共同研究、 研究
者の交流などが挙げられた。
IPTS側の問題意識としては、設立後5年間の調査研究活動を通じてEU Framework Programへの貢献など評価を受けている
が、研究機関としての信頼性を維持・向上させていくためには、日米とパートナーシップを形成し、情報交換などを行ってい
くことが不可欠であり、日本については特に政策研への期待が強いということのようであった。
(3)所 感
現在のEU加盟国は15ヶ国で今後新たに13ヶ国が加入し、計28ヶ国になる予定である。新たに加入する13ヶ国も技術予測調
査に取り組み始めており、技術予測調査が科学技術政策の立案や技術開発の計画の立案に当たっての有効なツールとし
てますます利用されることが予想される。当研究所でも昨年度から第7回技術予測調査が始まっておるが、国際協調の観点
からもこの分野でのから日本の果たすべき役割はさらに増大すると思われる。 
目次へ
.トッピクス
雑感 -裏方の目から見た政策研-
科学技術振興事業団 石黒裕康
1997年7月1日から2000年6月30日までの3年間、科学技術政策研究所情報分析
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課職員として、政策研コンピュータシステムとネットワークの運用管理を担当しま
した。長いようでもあり、短いようでもあった3年間でしたが、政策研在職中、大過
なく職務を果たせたのは、多くの方々のご支援やご協力によるものと感謝致して
おります。
科学技術政策研究所在任中の私の仕事は、例えるならば、鉄道の保線員の仕
事に似ています。ネットワークの円滑な稼動を確保するために、各種機器の保
守・点検を行い、必要な補修を実施すると同時に、より快適なコンピュータ環境を
整備するために、可能な限り機器やソフトウェアを充実させるというものです。こ
の他、パソコンやソフトウェアの操作法等の問合せ対応等の作業や、研究成果等
のホームページへの掲載作業、データ管理的業務も担当しました。
今やコンピュータは、電話やFAXと同じように、業務上不可欠な道具となりまし
た。パソコンやネットワーク(インターネット)を利用した通信が、ごく当たり前のよう
に行われるようになりました。パソコンが一人一台配備される時代になり、常時パ
ソコンをネットワークに接続して、日常業務を行うようになると、コンピュータやネッ
トワークのトラブルが、即業務停止に繋がることになりますから、日頃の点検・保
守を怠らず、常に予防措置を講ずるなど、万全を期す必要があります。
それでもなお、外的要因、内的要因を問わず、問題が発生します。外的要因、特
に悪意を持った妨害行為に対する対策は、果てしなき戦いの様相を呈していま
す。
2000年1月末に発生した中央省庁のホームページ改竄事件を契機に、コン
ピュータセキュリティに対する社会的関心が、非常に高くなりました。科学技術政
策研究所ホームページに被害はなかったものの、国立の研究機関であることから、事件直後から、他の国立機関と同様に、
セキュリティ強化対策を実施しました。しかし、時の経過につれて、新手の手口で、この強化対策を突破しようと試みる者が現
れるであろうことは、想像に難くありません。そして、新たな手口に対応するための対策を実施する必要性が生じ、より的確な
点検や監視が必要となります。
これまで、情報技術の進歩と、情報通信網の普及、拡大による利点が強調されてきた傾向にありますが、その一方で、その
欠点が次第に顕在化し、影響範囲が拡大する傾向にあるのも事実だと思います。
ところで、私が科学技術政策研究所に在職していた3年の間に、情報技術分野は、急速かつ急激に、そして劇的な変貌を遂
げたように思います。
つまり、現代社会における情報技術は、単にデータ処理や伝達媒体としての役割だけでなく、様々な社会活動の局面にお
いて、重要な役割を担うに至っていると思います。そして、その影響範囲は、もはや一地域や一国ではなく、全世界に拡大し
ています。
このことは、「Y2K」(コンピュータの西暦2000年問題)で、端的に表れていたように思います。
皆さんご存知のように、「Y2K」とは、西暦2000年を迎えると、コンピュータが誤動作する危険性がある、というものです。
この問題は、1990年頃から専門家の間では指摘され始めていたものです。その後、その影響範囲や程度が具体的になるに
つれ、本格的な対策が実施されて現在に至っています。ただ、この問題の特徴は、事象が発生する日時が、事前にはっきり
と判明している点でしょう。言うならば、大規模地震が、いつ発生するかを、正確に事前予測できている状況に似ています。
世界中で耳目を集め、世界各国で、国をあげた対応が、同時多発的に行われた、数少ない事象ではなかったかと思いま
す。このことは、情報通信網(インターネット)を介して、国境を越えて相互に影響し合う関係が、既に出来上がっている、という
ことを物語っているのではないでしょうか。
近頃は、「IT革命」といった言葉をよく目にするようになりましたが、人類初の情報革命は、「紙」の発明ではないかと思ってお
ります。人類が「紙」という情報媒体を手にしたことによって、記録の永続性、可搬性、伝達の正確さ等を獲得しました。これに
加えて、印刷技術の進展によって、複製物を大量に作成できるようになりました。これらの発明や技術の進展によって、我々
の祖先から、様々な知識や技術を継承してきましたし、我々の世代が獲得した知識や技術を子孫に伝承することができま
す。
一方、情報技術の進歩によって、紙以外の多種多用な情報媒体が創出されたことで、我々は知識や技術の伝承手段の新た
な選択肢を獲得しました。そして、この選択肢は、「紙」とは比較にならない程、影響範囲が広く、その影響力は強大なもので
す。更に、誰もが、容易にこの選択肢を使用できる状況になりつつあります。
別の見方をすると、「紙」という情報媒体は、文化や精神生活に対して、多大な影響力を持つものとして、人間社会に君臨し
てきました。20世紀になって、無線通信技術や音声・画像の記録技術の飛躍的進歩によって、既に多くの情報媒体を手にし
ていますし、これら情報媒体が社会に及ぼす影響に関する議論が、様々な局面において行われています。
情報技術のみならず科学技術は、もはや社会生活や文化とは不可分の関係にあり、単独で議論し得ないものへと変貌しつ
つあるように思えてなりません。こういった状況の下で、広い視点に立つ科学技術政策立案が、より一層重要になるのでは
ないかと思います。科学技術政策研究所は、科学技術政策立案に際して、中核的役割を担う機関であり、その役割は、今後
より重要なものになると思います。そして、この歴史的変革期になるであろうと思われる時期に、科学技術政策研究所に身を
置くことができたことに感謝すると共に、今後の更なる発展を祈念致します。
目次へ
.最近の動き
○ 国際ワークショップ開催のお知らせ
10/2-3 「ハイテク新規創業の課題と国際展開 —日独協力による促進を模索する」
主催:日独協力評議会
共催:科学技術政策研究所・科学技術振興事業団・(株)かながわサイエンスパーク
於:科学技術振興事業団(千代田区四番町5-3サイエンス・プラザ)および
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(株)かながわサイエンスパーク(川崎市高津区坂戸3-2-1)
(問い合わせ先:Tel 03-3581-2396)
11/29-30 「起業家精神とナショナル・イノベーション・システム」
主催:科学技術政策研究所
於:科学技術振興事業団(千代田区四番町5-3サイエンス・プラザ)
(問い合わせ先:Tel 03-3581-2396、第1研究グループ)
編集後記
今年は一段と暑さの厳しい夏を迎えています。クーラーの外気が温度を更に上昇させることがわかっていて
も、もはやクーラー無しでは仕事も何も出来なくなっているのではないでしょうか。
さて、政策研では9月に「第5回地域科学技術政策研究国際会議」(前月号で紹介)に始まって、10月は東京
に於いて「ハイテク新規創業の課題と国際展開—日独協力による促進を模索する」、11月にも「起業家精神
とナショナル・イノベーション・システム」と題して国際ワークショップを開催します。政策研ニュースで
も逐次報告する予定ですのでどうぞお楽しみに。
科学技術庁科学技術政策研究所広報委員会 (政策研ニュース担当: 情報分析課)
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